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県南部地震で被災した鉄道擁壁の逆解析
Railway SOil Retaining Walls Damaged by the 1995 Hyogoken‐Nanbu Earthquake
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1.は  じ  め  に

1995年1月 17日の兵庫県南部地震では,特 に鉄道構造物

において,擁 壁の被害が各所で生 じた
1)～め。これは,鉄

道路線が激震地を通っていたことと擁壁の建設が古いこと

による。ここでは,擁 壁の耐震設計手法を合理化すること

を目的として,兵 庫県南部地震で被災した数種類の擁壁に

ついて,震 度法と極限釣 り合い解析に基づく現行の設計手

法
°'つのもとで逆解析を実施した結果を報告する。

2.検 討 対 象

以下に示す 4地 区の計 5種類の鉄道擁壁を対象とした.

これらの位置を震度 VⅡ の範囲とあわせて図 1に示す。

(1)住 吉地区

JR神 戸線摂津本山～住吉駅間の北倶1のもたれ式擁壁が,

約500mに わたって完全に転倒 した (図2参 照).根 入れ

が深い場合には地表面の位置で壁体が折れ, また,根 入れ

が浅い場合には根入れ部分を含む壁体全体が転倒 した。

タナタ地区

住吉地区

石屋川地区

新長田地区

σ′:気象庁発表による震度VHの分布

図1 検 討対象擁壁の位置と震度VHの 範囲
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根̈入れが比較的浅い区間では壁体全体が転倒した。

図 2 住 吉地区 (JR摂津本山～住吉駅間)の もたれ式

擁壁 (a)断面図 (b)被 災状況

(2)石 屋川地区

阪神本線石屋川駅付近の両倶1の重力式擁壁が,延 べ約

400mに わたり大きく前傾した (図3参照,図 は南側の
i断

面)。このうち約200mの区間では,中央高さ付近め打ち
′

継ぎ目に沿って壁体が破断し,上 部が地上に落下したもの

もあった。

また,北 佃1に隣接する約30mの 長さの L型 擁壁も前傾

し,壁 体の
一
部に亀裂が発生 した (図4参 照).た だし,

控え壁のある区間では亀裂は発生せず,前 傾のみが生じた.

(3)新 長田地区

JR山 陽本線新長田駅の南側に建設された L型 擁壁が,

約200mに わたって前傾し,基 礎が滑動するとともに,壁

体の中央部に大きな亀裂が発生 した (図5参 照)。なお,

建設当時の資料によれば擁壁の基礎地盤部には補強用の本

杭が打ち込まれていたが,今 回の地震後の復旧工事の際に
一部を掘削して調査したところぅ木杭は発見されなかった。

(4)タ ナタ地区

JR神 戸線芦屋～摂津本山駅間の神戸市東灘区森南町一

υ
ｏ
も
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図3 石 屋川地区(阪神石屋川駅付近)の重力式擁壁 (a)

断面図 (b)被災状況

★控え壁のない区間の壁体に亀裂が生した。

図4 石 屋川地区 (阪神石屋川駅付近)の L型擁壁 (a)

断面図 (b)被災状況

丁目 (通称タナタ)の 南倶1を拡幅するため総延長約300m

にわたって建設された,剛 な壁面工 (鉄筋コンクリート)

を有するジオテキスタイル補強土擁壁が,剛 体的に若干水

平方向に変位するとともに傾斜 した (図6参 照).壁 体が

最も高くなる区間で水平変位量が最大となり,そ の大きさ

は頂部で26 cm,地表面位置で10 cmであった。

3.検 討 方 法

図 2～ 図 6に 示 した計 5つ の擁壁を対象に,外 部安定

(擁壁全体の滑動,転 倒,お よび基礎地盤の支持力に関す

る安定性)と 内部安定 (擁壁壁体のコンクリートまたは鉄

筋に生じる圧縮,引 張応力に関する安定性)に 対する安全

率が1.0となるような限界水平震度を現行の設計法に基づ

いて逆算した。計算条件は,盛 土材と壁体コンクリ
ートの

図 5 新 長田地区 (」R新 長田駅)の 盛土のあるL型 擁

壁 (a)断面図 (b)被災状況

防音壁

強度試験結果や支持地盤のボーリング調査結果等を参考に

して表 1お よび表 2に示すとおりに設定し,盛 土材から擁

壁に作用する土圧の計算は試行 くさび法を用いて行った。

図 1に 示 したように,各 擁壁は震度 VHの 地域に位置

していた。また,周 辺家屋の被災状況も別途調査したが,

どの擁壁のまわりにも木造家屋の倒壊率が50%を 超える地

区があり,極 めて激しい地震動が作用したことが推測され
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表 1 タト部安定に対する計算条件

地区

(擁壁の型式)
住吉地区

(もたれ式擁壁〕
石屋川地区

(重力式擁壁)

石屋川地区

(L型 擁壁)

新長田地区

(L型 擁壁)

タナタ地区

f補強土擁壁、

背面

受働土圧

コンクリート壁体 r(kNinr') 22.5
土圧計算に用いた

盛土材の条件

γ(kN/苗
5)

-"-(t$l$:)
d { '  }

支持力計算に用いた

支持地盤の条件
4(りヽ`壺つ
,W口 ,

支持力係数
26

82

表 2 内 部安定に対する計算条件

地区

(擁壁の型式)

住吉地区

(もたれ式擁壁〕
石屋川地区

(重力式擁壁〕

石屋川地区

(L型擁壁)
新長田地区

(L型 擁壁)

タナタ地区
r補強土佳壁、

攣
コンク
リート
工 __._ __メヽNllつ
生■■E__19聟 1lⅢ…

嗅筋 :1■ソ鷲塵…メ1理担h_
単位延長当り断面積 fm2/m｀ 77.6 x I0{ 19,,t x l0'{ 5.08 x l0{

た。ここでは,文 献°に基づいて各地点における地表最大
水平加速度ahmaxをす律に600～800 cm/sec2と想定し,逆
解析で得られた限界水平震度との関係について検討した。

計算は,鉛直地震動の影響を考慮しない場合と考慮した

場合のいずれにっいても行らたが,以下では考慮しない場
合の結果を示す。考慮した場合の結果については文献つを

参照されたい。

4 .検 討 結 果

逆算した限界水平震度と,こ れに対応する破壊モードを

表 3に まとめて示す。ただし,タ ナタ地区の補強土擁壁で

は,計 算上は内部安定に文すして極めて高い安全率が得られ,
また,実 際にも壁面工に重大な損傷は生じていないため,
以下では内部安定は検討対象としなしヽ.

外部安定に対する限界水平震度は,新長田地区のL型
擁壁が著しく小さな値であったことを除くと0.34■0.50の

範囲となり,前述した地表最大水平加速度の推測値から換
算される水平震度 (0。6～0.8)よりも小さかった。ただし,
逆解析ょり想定される破壊モードは,実際の被災状況とほ

1嶽寸応した.
一方で,内 部安定に対する限界水平震度は,住 吉地区の

もたれ式擁壁と石屋川地区のL型 擁壁で,地 表最大水平

加速度の推演1値からめ換算水平震度と同等の値が得られた。

石屋川地区の重力式擁壁では1.0を超える大きな限界水平

震度が得られたが,これは,壁体の打ち継ぎ目での強度低
下を逆解析上は考慮していないためと考えられる。

ここで,限 界水平震度のみを比較すると,最 も耐震性が

劣るのは新長田地区のL型 擁壁で,こ れと対照的に住吉

地区のもたれ式擁壁は,タ ナタ地区の補強土擁壁とほぼ同

等の比較的高い耐震性を有していたことになる。しかしな

がら,こ れらの関係は,2.で 述べた実際の被災状況とは

対応していない.違 う型式の擁壁が同一の水平震度で設計

された場合,実 際の耐震性はかなり異なっている可能性が

あることがわかる。

表 3に示した限界水平震度を,前 述した換算水平震度で

正規化したものを 「換算係数」として図7に示す。図7は,

検討対象とした各擁壁が実際に被災していること,す なわ

ち,安 全率がちょうど1.0となる限界状態に対応する地表



表 3 限 界水平震度の逆解析結果

地区名 擁壁型式
限界水平震度(対応する破壊モ

ー ド)

外部安定問題 内部安定問題

住吉 もたれ式 0.48(転 倒) 0。77(引 張応力)

石屋川

重力式 0。34(支 持力) 1.14(引 張応力)

L型 0.44(支 持力) 0。78(引 張応力)*

新長田 L型 0.09(滑 動)* 0。23(引 張応力)

タナタ 補強土壁 0,50(滑 動)
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もたれ式
(住吉)

重力式   L tt   L型   補 強土壁

(石屋川)(石 屋川)(新 長 田)(タ ナ タ)

(a)

圧縮応力に対する限界水平震度もほぼ同じ値であった。

基礎地盤が十分な支持力を有していたものと仮定した。

壁面工の著しい損傷は生じなかったため対象外とした。

最大水平加速度は前述した ahmaxよりも小さいと考えられ

ることを考慮すると,設 計で用いるべき換算係数の下限値

を示していると見なすことができる。

図 7(a)に よれば,擁 壁の型式によって実際の被災程度

が異なるにもかかわらず,外 部安定に対して逆算された換

算係数の下限値は,新 長田地区の L型 擁壁を除き0.4～

0.8の範囲となった。また,内 部安定に対 しては,同 図

(b)よ り同一の擁壁に関して外部安定よりも大きな値が

得られた。これらより,現 行の耐震設計法では,同
一の擁

壁でも破壊モードに応じて水平震度を変える必要があり,

特に内部安定に対しては,想 定される地震動の最大値を水

平震度に換算する際にある程度低減できる可能性があるこ

とがわかる。

5。お わ り に

兵庫県南部地震では,石 積み擁壁と重力式擁壁が崩壊 ・

倒壊などの著しい被害を受けた。これらに対 し,L型 擁壁

は完全な倒壊には至らなかった点において,比 較的ねばり

強い挙動を示した。今後,重 要度の高い擁壁を建設する場

合には,こ のような大地震時の挙動の違いを考慮して適切

な型式を選定する必要がある.

また,地 震時の慣性力を静的な力に置き換える震度法に

基づいて擁壁の耐震設計を実施する場合,想 定される地震

動の最大値をそのまま静的な水平震度に換算することは,

外部安定に対する検討においては必ずしも合理的ではない。

これらの点を明らかにするために,今 回報告した被災事

例の逆解析のはかに,模型実験に基づく検討°を現在実施

l lI:警F祠:メ
(破壊モー ドは

全て引張応力)

力ヵメ:内部安定に対し安全率が

1.0となる水平震度

も″′ハ:lt定地表最大水平加速度

:重 力加l θ″

もたれ式  重 力式

(住吉) (石 屋川)

( b )

L tt   L型
(石屋川)(新 長田)

図 7 換 算係数の逆解析結果 (a)外音6安定 (b)内部

安定
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ち.:外部安定に対し安全率が1.0となる水平震度

a加‖:地表面での推定最大水平加速度
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